
l日日日日日日日日＝日日l＝t日日日日日日l日日日日日日日日日日日日日日＝l日日日日日日lll日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日＝l萱

協働推進指針作成基礎調査

調査結果報告書

【概芋版】
日日日日日日lll日日日日日日日日ll日日日日ll日日＝ll＝lll日日日日l日日l日日＝lllll＝lllllll＝tll日日日日l日日日日日日日日ll日日日日日日＝l日日日日ll

平成21年12月

奈 良　県



匝函

序．調査の

Ⅰ．ボランティア・NPOの活動及び協働の実態調査　調査

Ⅱ．自治会の活動及び協働の実態調査　調査

Ⅲ．県内企業の社会貢献活動及び協働の実態調査　調査

Ⅳ．県内大学の社会貢献活動及び協働の実態調査　調査

Ⅴ．全休とりまとめ



序．調査の概算

1∴爛董日

地域住民の公共サービスの享受選択の幅を広め、地域住民の連携・交流を深め、参画した人々が

達成感を感じられ、安心して快適に暮らせる活力のある「協働型の地域社会」の創出に向けて、ボ

ランティア・NPOの実態・課題・ニーズ等並びに県内企業及び大学のボランティア・NPO等へ

の支援活動及び地域等に対する社会貞献活動の現状、自治会等地域団体の活動状況等を把握するた

めの調査を行い、新たな「協働ピジョン（指針）」策定の基礎資料とする。

以下の4種の調査を行った。

ボランティア・NPO アンケート

（D調査対象

（診対象音数

（参有効回答数

（初調査方法

（訂調査期間

自 会等の活動

奈良県内に所在するボランティア・NPOで、協働推進課で把握している団体

1387団体（うち、あて先不明や解散等による回答無効団体　64）

543貫／有効回答率41．0％（対象者数より無効票を差し引き換算）

郵送配布・郵送回収。礼状による葉書督促を実施。

配布・7月29日　回答締切・8月12日（督促により8月17日まで締切延長）

アンケート

（か調査対象

（診対象者数

③有効回答数

④調査方法

⑤調査期間

の社会

協働推進課が各市町村よりデータの提供を受けた県内の自治連合会長

215団体

177幕／有効回答率82．3％

郵送配布・郵送回収。礼状による葉書督促を実施。

配布・7月31日　回答締切・8月18日（督促により8月21日まで締切延長）

献活動 アンケート

（D調査対象

（参対象者数

③有効回答数

④調査方法

⑤調査期間

4）県内大半の社

①調査対象

（診調査方法

（診調査期間

協働推進課で把握している従業貞100人以上の奈良県内に本支店を有する企業

272団体（うち、あて先不明や閉店等による回答無効団体　8）

88票／有効回答率33．3％（対象者数より無効票を差し引き換算）

郵送配布・郵送回収。礼状による葉書督促を実施。

配布・8月19日　回答締切・9月1日（督促により9月7日まで締切延長）

会責献活動及び協鴨の実膿『董（鐘粛骨ンゲ欄董）

奈良県内に所在する国公私立大学16校

ヒアリング調査

8月上旬より11月上旬まで

さ．爛董相聞

平成21年7月から12月まで（原則、平成21年7月1日現在を基準日とする。）



Ⅰ．ボランティア・NPOの活動及び協働の実態綱董　調査結果

○　ボランティア・NPOの組織形態は、ボラン

ティア団体が全体の62％と過半数を占める一

方、NPO法人は25％に止まる。

団体の組織形態（問1）

6％1％

川＝543）

■ N P O 法 人

臼 法 人化 していないN P O （任

意 団体 ）

ロ ボランティア 団体 （任 意 団

体 ）

ロ そ の他

白 無 回答

○　主な活動場所は、「団体のある市町村全域」が38％ともっとも多く、また、「学校区など市町

村内の特定の地域」が16％、「団体の所在地以外の市町村全域」が3％となっていて、一市町村内

で活動展開している団体が全体の6割弱（57％）を占め、地域密着型の活動が多くなっている。

○　団体の活動分としては、「保健・医療・福祉の増進」（44％）、「子供の健全育成」（34％）、

「まちづくりの推進」（34％）の3つが特に多い。

ト（間3－1　団体の活動分野）保健・医療・福祉の増進44％、子供の健全育成34％、まちづくりの推進34％、
文化・芸術・スポーツの振興24％、社会教育の推進23％、環境保全23％など。

○　財政規模は、年間50万円以下の団体が58％ときわめて小さい団体が多い。一方、年間500万

円以上の団体は8％に止まる。

○また、財政規模の増減について、「ほぼ横ばい」（41％）のはかでは、減っている団体（32％）

の方が、増えている団体（17％）よりもかなり多くなっている。

川＝54 3 ）
団 体 の 財 政 規

l ト

模 （間 6 ‾ 1 ）l 塵 粛 l蒜 紬 還 ．，、

‡　　　　　　 l　　　　　　 l l　　　　　　　 l　　　　　　　 l　　　　　　　 l

01i

10 万円未 満 ．34％

50 ～ 10 0

万円

未満．12，i

冊 ㈱ 凍 輌 畑

寿 由来 軒 擁

10 ～ 3誓 『未 満 ・駁

W・・・P
不 明．無回答，

31i 7％

ン
　 l l

0，i lO ，i　 20％　 30 ，i

l l

4 0％　 50％

l　　　　　　　　 【　　　　　　　　 】　　　　　　　　 】

60％　　　　　 70％　　　　　 80 ，i　　　　 90 ％　　　　 lO

ト（間6－2　財政規模の増減）　半減以下6％、ほぼ半減4％、やや減っている22％、はば横ばい41％、

やや増えている13％、ほぼ倍増2％、倍増以上2％など。



○　団体スタッフの主な年齢層は、60代以上が約半

数（48％）を占めており、きわめて高くなってい

る。一万、30歳代以下は13％に止まっている。

○　団体スタッフの性別は、女性が多い団体（50％）

の方が、男性が多い団体（19％）よりもはるかに

多くなっている。

○　団体に必要な専門人材としては、「活動に関する経験・ノウハウが豊富な人材」（28％）、「活動

内容の専門的知識がある人材」（25％）など、専門的な技術やノウハウを有する人材へのニーズ

が、事務処理等を有する人材以上に高くなっている。また、「活動に関する人脈が豊富な人材」

（28％）についてもニーズが高い。

ト（間10－2性別構成）殆ど男性10％、殆ど女性31％、男性が多い9％、女性が多い19％、男女ほぼ同じ13％など。
ト（間12　団体に必要な専門人材）活動に関する経験・ノウハウが豊富な人材28％、活動に関する人脈が豊富

な人材28％、活動内容の専門的知識がある人材25％、申請書類等の作成が得意な人材20％、HP作成・更

新ができる人材19％、パソコンで文書が作成できる人材12％、経理等事務処理が得意な人材12％など。

1．「協働」という青葉の認知度

O　「協働」という言葉の認知度は67％と約3分の2は知っており、比較的高いことが明らかとな

った。また、前回調査（平成14年度）と比較すると、認知度54％からややあがっているという

結果となった。

「協働」の認知度（間15）
6％

州＝543）

■よく知っている

ロ少しだけ知っている

臼言葉は知っていたが
味は知らなかった

□全く知らなかった

ロ無回答

2．自治会尊と、ボランティア・NPOとの協鴨実績

○　自治会等（自治会・町内会、自治連合会、老人会、

婦人会、PTA、子ども会）との協働実績のある

団体は、38％となっている。



○　自治会等との協働事業の内容としては、「子供の健全育成」（41％）、「まちづくりの推進」

（37％）の2つが多くなっている。

○　自治会等との協働事業に対する感想として、自治会等との協働事業が「うまくいっている」と

回答した団体が57％と過半数を占めており、かなり自己評価は高い。

○　自治会等と、ボランティア・NPOが協働する上での問題点・課題としては、「地縁団体等と

の交流機会がない」が21％ともっとも多く、また、「地縁団体に向けての情報発信が難しい」も

15％と比較的多くなっており、自治会等との協働事業を行うきっかけづくりが困難であると感じ

ている団体が比較的多いと言える。

また、「単発事業から継続的事業への展開が難しい」（18％）も比較的多くなっている。

ト（間16－3自治会等との協働事業の内容）

※協働実績がある団体のみの比率
子供の健全育成　　　　　　41％、

まちづくりの推進　　　　　37％、

保健・医療・福祉の増進　　25％、

文化・芸術・スポーツの振興　24％、

環境保全　　　　　　　　　　23％、

地域安全活動　　　　　　　20％、
社会教育の推進　　　　　15％　など。

自治会等との協働事業の感想（間16－5）

※協働実績がある団体のみの比率

■うまくいっていると
思う

ロうまくいっていない
と思う

田どちらともいえない

由無回答

自治会等との協働する上での問題点・課題（問16－6）

地縁団体等との交流機会がない

単発事業から継続的事業への展開が難しい

地縁団休に向けての情報発信が難しい

地域ニーズ等を知る機会をつくるのが困難

大半の作業負担がかかってしまう

協働事業に必要な費用が捻出できない

団体認知度が低いので乗ってくれるか心配

協働のメリットが感じられない

地縁団体との対等な関係を築くのが難しい

どの団体・人に声をかけるべきか分からない

体制づくりや役割分担の明確化が難しい

わからない

その他

無回答

川＝543）

0％　　　　　　　　5Ii lO，i　　　　　　　15，i　　　　　　　201i　　　　　　　25％

3．行政、企蠣尊との協鴨による、ボランティア・NPOの社会薫献活動の実績

○　行政、企業等と協働した社会貢献活動の実績のある団体は58％となっており、事業内容として

は、順番は若干異なるが、自治会等と同様に、「保健・医療・福祉の増進」．（33％）、「まちづ

くりの推進」（32％）、「子供の健全育成」（31％）の3つが多くなっている。

また、「うまくいっている」団体が68％を占めており、きわめて自己評価は高いと言える。

ト（間17－1行政、企業等との協働実績）取り組んだことがある58％、取り組んだことはない33％など。

ト（開17－3行政、企業等との協働事業の内容）※協働実績がある団体のみの比率

保健・医療・福祉の増進33％、まちづくりの推進32％、子供の健全育成31％、環境保全21％、

文化・芸術・スポーツの振興20％、社会教育の推進18％　など。

ト（間17－4行政、企業等との協働事業に対する感想）※協働実績がある団体のみの比率
うまくいっていると思う68％、うまくいっていないと思う4％、どちらともいえない14％。



4．今後、協鴨して社会責献活動に取り組みたい団体

○　今後、協働して社会貢献活動に取り組みたい団体として、「自治会等」が22％ともっとも多く

なっている。

今後、協働して社会貢献活動に取り組みたい団体（間19－1）
OIi　　　　　5％　　　　10％　　　15，i　　　　20，i

川＝543）

25，i　　　　30％　　　　35％　　　　40，i

自治会・町内会等の地縁団体

市町村

奈良県

大学、短大、高専、専門学校

企業や雷業者

社団法人・財団法人・社会福祉法人

高校、小中学校

ボランティア団体、NPO

他の都道府県、国

その他

協働して社会貫献活動したい団体はない

無回答

○　活動を行う上での問題点・課題として、「新メンバーが増えない」（33％）、「特定の個人に

責任や作業が集中する」（32％）といった人手不足に関する回答が、活動「資金不足」（27％）

よりも多くなっている。

（回答数の多いものを抜粋）
活動を行う上での問題点・課題（問20）

新しいメンバーが増えない

特定の個人に責任や作業が集中する

活動資金不足

リーダーや後継者が育たない

メンバーが忙しく活動時間の確保が困難

スタッフ・職員等が足りない

自分たちの活動の情報発信手段の不足

活動に必要な機材、備品等の不足

州＝543）

0，i　　　　　　5，i　　　　　10％　　　　15，i　　　　　20％　　　　　25％　　　　　30，i　　　　　35，i

○　活動上の問題点・課題等の解決策としては、「寄付や資金援助等の支援」（33％）、「活動に対す

る社会的認知・信用」（30％）への回答が、「実際の活動に従事するスタッフ・職員等の確保」（23％）

よりも多く、人員の増員以上に、お金や、認知度・信頼度の向上が高いことが明らかとなった。

また「活動を求める人・施設の情報入手」（21％）といった情報収集へのニーズも高くなっている。

活動上の問題点・課題等を解決するために必要なこと（間21）

（回答数の多いものを抜粋）

寄付や資金援助等の支援を受けられること

活動に対する社会的認知・信用を得ること

実際の活動に従雷するスタッフ・職員等の確保

活動を必要とする人・施設の情報が得られること

活動への理解、参加を促す広報・普及活動

誰もが活動を体験できる場や機会があること

必要な機材、備品等の支援を受けられること

研修等で技術、知識等を研蹟できること

川＝543I

0，i　　　　5，i lO，i　　　15％　　　　20％　　　　25，i　　　　30％　　　　35，i



Ⅱ．自治会の活動及び協働の実膿爛董　椚董結果

自

○　主な年齢層は、50～70歳が大多数（88％）を占めている。

ト（間2　自治会加入者の世帯主の主要な年齢層）　70歳以上4％、50～70歳88％、30～50歳3％。

（2）自

○　自治会及び自治連合会の活動実施状況としては、「清掃活動」（87％）がもっとも多く、次い

で「地域のおまつり」（85％）となっている。その他には、「防災訓練」（71％）、「子どもの

登下校時の見守り」及び「自治会長、自治会員への研修会等」（ともに62％）、「自主防犯活動」

（58％）は過半数を超えており、いずれも多く実施されている。

○　現在もっとも力を入れている活動）として、「清掃活動」「地域のおまつり」が、また、今後注

力したい活動として、「防災訓練」「高齢者の見守り」が、それぞれ多くなっている。

自治会等の活動状況（間7－1）

0，i　　　20％　　　40％　　　60％

（N＝177）

80，i lOO，i

清掃活動

地域のおまつり

防災訓練

子供の見守り

研修会等

自主防犯活動

高齢者の見守り

学校でのボランティア

広報誌の発行

花いっぱい運動

その他

ト（間7－2現在最も力を入れている自治会等

活動）
清掃活動20％、

地域のおまつり17％、

子供の登下校時の見守り12％、
防災訓練12％、

自主防犯活動12％、

高齢者の見守り9％　など。

ト（間7－3今後力を入れたい自治会等活動）

防災訓練29％、

高齢者の見守り20％、
自主防犯活動11％　など。

1．自治会への世帯加入数の状況

○　地域における自治会への世帯加入数の変化は、

過半数（56％）が「はば横ばい」と回答してい

るはか、「減っている」団体（25％）の方が「増

えている」団体（14％）よりもやや多く、加入

数がやや低下傾向にあることが明らかとなっ

た。

世帯加入者の増減（問12）

■半減以下

由ほぼ半減

田やや減っている

ロほぼ横ばい

臼やや増えている

ロほぼ倍増

口倍増以上

口無回答

○　加入数減少の要因としては、「住民数の減少」（77％）がきわめて多く回答されている。

一方、加入数増加の要因としては、「自治会活動の活発化」（52％）、「住民数の増加」（40％）、



「新設マンション等の参加率の高まり」（24％）、「地域における住民の交流の活発化」（24％）

が、それぞれ多くなっている。

ト（間13－1加入者減少の原因）※間12で加入数が減少したと回答した団体のみの比率

過疎化による住民数減少77％、住民の地域への親近感の希薄化21％、マンション等新住民の不参加14％
など。

ト（間13－2加入者増加の原因）※間12で加入数が増加したと回答した団体のみの比率

自治会活動の活発化52％、地域の住民数の増加40％、新設マンション等の参加率の高まり24％、

地域における住民の交流の活発化24％、非加入者へのアプローチ活動の推進12％など。

2．自治会活動への●加率の状況

○　自治会活動への参加状況は、過半数（54％）

が「ほぼ横ばい」と回答しているはか、「減っ

ている」団体（21％）の方が、「増えている」

団体（15％）よりもやや多く、全体的に微減傾

向にあると推測される。

自 治 会 活 動 へ の 参 加 者 の 増 減 （間 14 ）l

rN ＝177 1

0 ％　　 2 ％　 0 ％ ■ 半 減 以 下

1％　　 】　　 ＝享＝‾プ＝芳XT‾三‾■■二 凸 ほ ぼ 半 減

臼 や や 減 って い る

ロ ほ ぼ 横 ば い

臼 や や 増 え て いる

Q ほ ぼ 倍 増

田 倍 増 以 上

田 無 回 答

　　 ㍑：照

1 4 ％ Ⅰ

ンノ：′′　 く：■㍍爪　5 4 ％

○　参加者減少の要因としては「高齢化による後継者の不足」（86％）が圧倒的に多い。

参加者増加の要因としては「地域で親交を深める機運の高まり」（52％）、「活動の牽引役とな

るリーダーの存在」（44％）、「企画・運営スタッフの充実」（41％）、「効果的な活動の情報

発信」（41％）、「加入者の活動意欲の高まり」（33％）などが多く、住民主体で自治会活動が

活発に取組まれている地域が県内に一定数あることが、この結果からは推測できる。

ト（間15－1参加者減少の原因）※間14で参加者が減少したと回答した団体のみの比率

高齢化による後継者の不足86％、加入者の活動意欲の低下27％、活動を進めていくリーダーの不在16％、

自治会への非加入者の増加11％、活動のマンネリ化11％、他人の関与を歓迎しない人の増加11％など。

ト（間15－2参加者数増加の原因）※間14で参加者が増加したと回答した団体のみの比率

地域で親交を深める機運の高まり52％、活動を牽引するリーダーの存在44％、企画・運営スタッフの充実41％、
効果的な活動の情報発信41％、加入者の活動意欲の高まり33％、参加者を飽きさせない企画30％、など。

1．「協働」及び「NPO（法人）」の認知度

O　「協働」という言葉の認知度は67％と約3分の2は知っており、きわめて高いことが明らかと

なった。

O　「NPO」及び「NPO法人」の認知度は83％であり、きわめて高いことが明らかとなった。



○　ボランティア・NPOのイメージについては、「奉仕の精神を持った活動団体である」（53％）

及び「社会貢献活動を進めている」（51％）の2点は過半数を超えてきわめて多い一方、「何と

なく良いイメージがある」「あまり信用できないイメージがある」といったマイナスイメージへ

の回答は少なく、全般的に良いイメージを持っている人が多いと言える。

但し、「地域の課題を解決するため熱心な活動をしている」は32％に止まっており、NPO等

の活動が地域との関わりが深いというイメージはあまり広く浸透していないことが推測できる。

「NPO（法人）」のイメージ（間17－2）
（N＝146）

※NPOを認知している人のみの比率　　　　0％　　10％　　20％　　30％

奉仕の精神を持った活動団体である

社会貢献活動を進めている

地域の課題を解決するため熱心な活動をしている

活動が多種多様で一括りにできない

仲間同士で好きなことを活動している

何となく良いイメージがある

あまり借用できないイメージがある

あまり明確なイメージは持っていない

その他

40，i　　　　50，i　　　　601i

2．ボランティア・NPOと、自治会尊との協鴨実績

○　ボランティア・NPOとの協働実績のある自治会等は16％に留まっており、事業内容としては、

「まちづくりの推進」及び「子供の健全育成」（ともに48％）が多く、続いて「地域安全活動」の38％

が多くなっている。

また、ボランティア・NPOとの協働事業に対する感想として、ボランティア・NPOとの協

働事業が「うまくいっている」団体が69％を占めており、きわめて自己評価は高い。

○　また、今後、NPO等に担ってもらいたい活動分野としては、「高齢者を対象とした活動」が

18％と多くなっている。

N P O 等 との 協 働 実 練 （間 1 8－1 ）l（N＝177）

6％

■■■m ■■1　　 1 『■■■■■i■取 り組 んだ ことが
卒る

□取 り組 んだ ことは
ない

臼無 回答

1 6％

7 8％

NPO等との協働事業の感想（間18－5）

※協働実績がある団体のみの比率

■うまくいっていると
患う

□うまくいっていない

と思う
田どちらともいえない

□無回答

ト（間18－3N PO等との協働事業の内容）※協働実績がある団体のみの比率
まちづくりの推進48％、子供の健全育成48％、地域安全活動38％、社会教育の推進31％、文化・芸術・ス
ポーツ振興31％、環境保全31％、保健・医療・福祉の増進21％、人権の擁護・平和の推進21％など。

ト（間19N PO等に担ってもらいたい活動分野）
高齢者を対象とした活動18％、防災など災害関連10％、まちづくり活動8％、健康や医療関連5％、自然
や環境を守る活動5％、清掃・美化活動5％、防犯など安全な生活のための活動5％、特にない18％　など。

3．行政、企義尊と、自治会尊との協働実績

○　行政、企業等と協働した社会貢献活動の実績のある団体は41％となっており、また、事業内容

としては、「まちづくりの推進」（42％）、「環境保全」（39％）の2つが多くなっている。

○　協働事業が「うまくいっている」団体が64％を占めており、かなり自己評価は高いと言える。
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ト（間20－1行政、企業等との協働実績）取り組んだことがある41％、取り組んだことはない52％など。
ト（間20－3行政、企業等との協働事業の内容）※協働実績がある団体のみの比率

まちづくりの推進42％、環境保全39％、子供の健全育成36％、地域安全活動31％、文化・芸術・スポーツ
の振興22％、人権の擁護・平和の推進21％、社会教育の推進19％、保健・医療・福祉の増進18％、など。

ト（間20－5自治会等との協働事業に対する感想）※協働実績がある団体のみの比率
うまくいっていると思う64％、うまくいっていないと思う6％、どちらともいえない18％。

4．今後、協鴨して社会貢献活動に取り組みたい団体

○　今後、協働して社会貢献活動に取組みたい団体として、「市町村」が31％ともっとも多い。

今後協働して取り組みたい団体（間22－1）

市町村

社団法人・財団法人・社会福祉法人

ボランティア団体、NPO

高校、小中学校

幼稚園・保育所

奈良県

企業や事業者

大学、短大、高専、専門学校

その他

協働して取り組みたい団体はない

無回答

（N＝177）

0，i　　　　　5，i lOIi　　　　15％　　　　20，i　　　　25，i　　　　30，i 35％　　　　40，i

（5）団体にお

O NPO等と協働する上での課題として、「交流する機会がない」（37％）がもっとも多くなっ

ている。また、「団体の活動内容がよく分からない」（30％）、「どんな組織かがよく分からな

い」（27％）といった、団体に関する情報不足について指摘する回答も多い。さらに、「体制づ

くりや役割分担を明確にするのが難しい」（28％）も多くなっている。

NPO等と、自治会等が協働する上での課題（間24）

（回答数の多いものを抜粋）
交流する機会がない

団体の活動内容がよく分からない

体制づくりや役割分担を明確にするのが書経しい

どんな組織かがよく分からない

費用負担がかかるイメージがある

単発事業から継続的な事業へ展開するのが難しい

協働するメリットが感じられない

団体との対等な関係を築くのが難しい

（N＝177）

0％　　　　5Ii　　　10％　　15，i　　　20，i　　　25，i　　　30，i　　　35％　　　40Ii

○　自治会において今後取り組みたい課題としては、「活動を担う後継者の育成・確保」（55％）、

「自治会行事への住民参加率の増加」（41％）という、自治会活動への参加者増員に関する選択

肢への回答がかなり多く、課題として強く認識されていることが明らかとなった。

自治会において今後取り組みたい課題（間25）
（回答数の多いものを抜粋）

活動を担う後継者の育成・確保

自治会行事への住民参加率の増加

新住民と古くからの住民との交流促進

活動に要する資金の確保

新たな活動及び取組みへの模索・展開

企業や行政、各種団体との交流及び協働の場の設定

地域情報の発信力の向上

活動が存続させるための組織の再編

自治会加入率の増加

（N＝177）

40％　　　　　50，i



Ⅲ．県内企薫の社会貫献活動及び協働の実態綱董　爛董結果

（1）会

○　企業の設立年は、創業してから概ね50年以上経つ企業（1960年以前）が全体の39％を占めて

おり、そのうち、100年以上経つ企業（1910年以前）が2％となっている。その一方で、2001年

以降に設立された企業は全体の10％に止まる。

○　資本金については、1億円未満が全体の36％、3億円未満が49％を占めており、比較的規模の

小さい企業が多くなっているが、10億円以上も28％と、規模の大きい企業も一定数みられる。

2％　聖包（N＝88，

■1910以前
D1911－1960年
ロ1961～1980年

田1981～2000年

田2001年以降
田無回答

窒至当（N＝88）

●1億円未満

D1億～3億円未満
日3億～5億円未満
85億－10億円未満

ロ10億円以上

田無回答

○　本社所在地は、奈良県内（51％）が県外（49％）よりも若干多くなっている。

また、業種については、「製造業」が38％ともっとも多く、次いで「卸売・小売業、飲食業」

（17％）、サービス業（11％）と続く。

ト（間2　業種）
製造業
卸売・小売業、
サービス業
運輸、通信業
金融・保険業 どな

％
　
％
　
％
　
％
　
％

0
0
　
7
　
1
　
6
　
5

3

　

1

　

1

業食飲

○　社会貢献活動を実施している企業は60％となっている。また、今後取組む予定の企業（11％）

を含め、社会貢献活動の活動意向を持つ企業は全体の71％を占めており、県内における企業の社

会貢献活動への機運がかなり高いことが明らかとなった。

○　前回調査（平成14年度）と比較すると、前回は社会責献活動の活動意向を持つ企業は65％で

あったため、活動意向を持つ企業の比率が微増となっている。



○　社会貢献活動の体制や方向性としては、「地域の美化活動など企業主催の社会貢献活動」（57％）

及び「企業活動自体に社会貢献の要素が含まれる」（53％）といった企業が主体となって活動す

る2点が過半数を超えており多くなっている。

活動分野としては、「清掃・美化活動」（71％）、「自然や環境を守る活動」（50％）、「地

域活性化イベントなどまちづくりの活動」（40％）の3つが特に多い。

○　今後、取組んでみたい社会貢献活動の活動分野としては、「自然や環境を守るための活動」（33％）、

「清掃・美化活動」（33％）、「地域活性化イベントなどまちづくりの活動」（25％）の3つが

多くなっている。

社会貢献活動の体制や方向性（間6－1）

（社会貢献活動の実施企業のみの比率）

地域の美化活動など企業主催の社会貢献活動

企業活動自体に社会貢献の要素が含まれる

行政が行う取り組みに企業として参加

NPOや自治会が行う社会貢献活動に企業として参加

NP〇・自治会等の社会貢献活動に資金的支接を実施

社内ホ●ランティアサークル等、社員主体で社会貢献活動実施

建物や商品等を奈良の景観に配慮してデザイン

その他

無回答

（N＝58）

01　　　　10，i　　　　201i　　　　30％　　　　40，i　　　　501i　　　　60％

ト（間6－2　社会貢献活動の活動分野）　※社会貢献活動の実施企業のみの比率

清掃・美化活動71％、自然や環境を守る活動50％、地域活性化イベントなどまちづくりの活動40％、

子供を対象とした活動24％、スポーツ・文化・芸術・学術等の活動24％、防犯等安全な生活のための活動22％

など。

ト（間13今後、取組んでみたい社会貢献活動の分野）※社会貢献活動の実施意向がある企業のみの比率
自然や環境を守るための活動33％、清掃・美化活動33％、地域活性化イベントなどまちづくりの活動25％、

防災など災害に関係した活動19％、高齢者を対象とした活動13％、子供を対象とした活動11％　など。

1．「協鴨」という富豪の性知虞

O　「協働」という言葉の認知度は42％と4割強に止まっており、認知していない企業（57％）の

方がやや多くなっている。また、前回調査（平成14年度）と比較すると、認知度68％からかな

り下がっているという結果となった。
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2．NPO・自治会・行政尊との協働実績

O NP〇・自治会・行政等の協働実績のある団体は、

35％となっている。

○　協働事業の内容としては、「環境保全」が45％とかなり多くなっている。その他では、「まち

づくりの推進」（23％）、「文化・芸術・スポーツの振興」「地域安全活動」「経済活動の活性

化」（ともに16％）が比較的多くなっている。

○　協働事業に対する感想として、NP〇・自治会・行政等との協働事業が「うまくいっている」

と回答した団体が65％と過半数を占めており、かなり自己評価は高い。

○　企業と、NP〇・自治会・行政等が協働する上での問題点・課題としては、「どんな組織かよ

く分からない」が36％ともっとも多く、次いで「交流する機会がない」（25％）と続いており、

地域で協働事業を行う際のパートナーのイメージが明確ではない企業が比較的多いと考えられる。

また、「費用負担がかかるイメージがある」（24％）も比較的多くなっている。

ト（間15－3協働事業の内容）

※協働実績がある団体のみの比率

環境保全　　　　　　　　　　　45％、

まちづくりの推進　　　　　　23％、

文化・芸術・スポーツの振興16％、

地域安全活動

経済活動の活性化

子供の健全育成

社会教育の推進

16％、

16％、

13％、

10％　など。

協働事業の感想（間15－4）

※協働実績がある団体のみの比率

（N＝31）

●うまくいっていると
思う

ロうまくいっていない
と思う

臼どちらともいえない

日無回答

N P 〇 ・自 治 会 ・行 政 等 と協 働 す る 上 で の 問 題 点 ・課 題 （間 1 8 ）l （N ＝8 8）　　　　0％　 5，i lO！i 15 1i 20，i 251i 301i 35％ 40％

どん な 組 織 か 力 よく分 か b ない　交 流 す る機 会 がな い

費 用 負 担 が か か るイメージ が あ る

団 体 の 活 動 内 容 が よく分 か らな い

体 制 づくりや 役 割 分 担 を明 確 にす るの が 難 しい

単 発 事 業 か ら継 続 事 業 へ と展 開 す るの が 難 しい

団 体 との 対 等 な 関 係 を築 くの が 難 しい

協 働 す るメリットが 感 じられ な い

声 をか けて も乗 って くれ るか どうか 心 配

3 6％

l　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

l l

．【・“…〒 Ⅶ13％

5％

t川ト‖＿＿．，．－ 1 5，も

団体 に什 報 発 信 す る方 法 が 難 しい　　わ か らな い　　そ の 他 2㌔ 軍

5％

無 回 答 6％
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3．今後、協鴨して社会貢献活動に取り組みたい団体

○　今後、協働して社会責献活動に取り組みたい団体として、「奈良県」が17％ともっとも多く、

次いで「市町村」（15％）と、行政が比較的多くなっている。

その一方で、「協働して取り組みたい団体はない」が20％と、もっとも回答の多い「奈良県」

よりも多くなっており、協働による社会責献活動への取組み意向があまり高くない企業も一定数

あることが、このことから推測できる。

今後協働して取り組みたい団体（間20－1）

奈良県

市町村

自治会、町内会等の地縁団体

大学、短大、高専、専門学校

社団法人・財団法人・社会福祉法人

NPO、ボランティア団体

高校、小中学校

幼稚園、保育所

協働して取り組みたい団体はない

無回答

（N＝88）

0，i　　　　5，i lO！i　　15％　　　201　　　25，i　　　30，i　　　35％ 40，i　　　45％

○　社会貢献活動及び協働の取組みを進める上での問題点・課題として、「要員の余裕がない」（49％）、

「時間の余裕がない」（41％）、「経済的余裕がない」（31％）の3つが多く、多くの企業が社会貢献活

動や協働の取組み意向を持ちながらも、人材や時間、経済面において、業務と並行して進めるの

が難しい状況にあるということが、これらの結果から推測できる。

社会貢献活動及び協働の取り組みを進める上での問題点・課題（問21）

0％　　　　　　10％　　　　　　　20％　　　　　　30％　　　　　　40％

要員の余裕がない

時間の余裕がない

経済的余裕がない

社内にそれら取組みを推進する部署がない

各種団体の什報が得にくい

社員のコンセンサスが得られていない

本社から取組みの了承を得るのが難しい

取組みを進めるうえでの専門知鼓が不足

協働してみたい団体との交流の鳩がない

自分たちの活動の†青報発信手段の不足

協働事業に取組む際の他団体との役割分担

行政・民間等の活動支援制度の情報入手

取組みを必要とする人・施設の情報入手

地域の理解や協力が得られていない

求められる社会貢献の内容がわからない

年々縮小傾向にあり新たな活動の展開に苦労

その他

特に問題点・課題等はない

無回答



Ⅳ．県内大学の社会貫献活動及び協働の実態調査　網董結果

大学の

○　国公立分類をみると、69％が私立大学と多い一方、国立は19％、公立は12％に止まる。

○　大学所在地についてみると、北和地域が69％ともっとも多く、次いで、中和地域（31％）と続

く。一方、東和地域、南和地域には立地していない。

○　学部分類についてみると、文系学部のある大学等が75％と多い一方、理系のある大学等は44％

に止まる。

○　生徒数については、4つの短期大学のうち3つが500人未満であるのをはじめ、全体の44％が

生徒数1000人未満、69％が2000人未満であり、生徒数の少ないコンパクトな大学が多くなって

いる。

ト（国公立分類）

国立　　19％

公立　　12％

私立　　69％

ト （大学所在地）※

北和地域　 6 9 ％

中和地域　 3 1 ％

東和地域　　 0 ％

南和地域　　 0 ％

ト （学部分類）

文系 7 5 ％

理系 4 4 ％

芸術 ・スポーツ系 1 9 ％

ト （生徒数）

500 人未満　　　 1 9 ％

500－999 人　　 2 5 ％

1000 －1999 人　 2 5 ％

2000～2999 人　 ＿1 9 ％

3000 人以上　　　 1 2 ％

※北和地域（奈良市、大和郡山市、天理市、生駒市、平群町、三郷町、斑鳩町、安堵町）
中和地域（大和高田市、橿原市、桜井市、御所市、香芝市、葛城市、川西町、三宅町、田原本町、高取町、明日香村、上牧町、

王寺町、広陵町、河合町）
東和地域（宇陀市、山添村、曽爾村、御杖村）
南和地域（五億市、吉野町、大淀町、下市町、黒滝村、天川村、野迫川村、十津川村、下北山村、上北山村、川上村、東吉野村）

○　学生ボランティアセンターを有する大学は全体の50％となっている。また、センターを有しな

い大学についても、全ての大学で学生課などを窓口として学生ボランティアのコーディネートを

行っている。

○　地域貢献、社会貢献活動等の専用窓口を有する大学は全体の38％となっている。また、専用窓

口のない大学についても、大半は総務部などで窓口業務を兼務している。

0　75％の大学において、演習カリキュラムや研究室での地域貢献活動が、単位や論文テーマにな

るなどして、学生にインセンティブが付与されている。
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ト（地域貢献の専用窓口についての回答例）
○学長がセンター長を兼任する窓口「地域責献センター」を設置し、地域貢献活動を一覧表にして整理。

ト（地域貢献活動等による学生インセンティブの付与例）

○学生が社会や地域の現場で学習する「プロジェクト演習」を、全学生の必須科目として採用。

○文科省・現代GPの採択事業である教育プログラムに、学生が参加し単位を取得。
○研究室で取組んでいるまちおこし活動の中で、 学生数名が卒業論文のテーマを発掘し作成した。

○　奈良県内の16大学では、全て地域との協働事業を実施している。

○　協働事業の内容としては、「まちづくり・地域振興」が37％ともっとも多く、次いで、「文化・

芸術・スポーツの振興」（25％）、「子育て育成、子供の健全育成」（22％）と続く。

○　協働事業の実施地域については、大学の所在地と同様、北和地域が54％ともっとも多く、次い

で、中和地域（33％）と続く。一方、東和地域、南和地域にはあまり実施されていない。

○　協働事業の連携先は、「奈良県内の市町村」（50％）がもっとも多く、次いで「奈良県」及び

「企業等」（20％）と続き、奈良県内の行政が第1位と第2位となっておりかなり多い。次いで・

「自治会等地縁団体」（15％）「小・中・高校」（13％）、「ボランティア・NPO」（12％）

と続く。

地 域 に お け る 協 働 事 業 等 の 活 動 内 容 l （N ＝1 0 7 ）

0％　　 5 ％　 10 ％　 1 5，i　 20 ％　　 2 5％　　 3 0％　　 3 5％　　 40 ％

文 化 ・芸 術 ・ス ポ ー ツ

子 育 て 支 援 ・子 供 の 健 全 育 成

環 境 保 全

社 会 教 育

保 健 ・医 療

陣 が い 者 支 援

科 学 技 術 振 興

高 齢 者 支 援

国 際 協 力 ・国 際 交 流

そ の 他

l l l 1 1　　　　　　　　2 5 ％

－ ■■■lllllll■l■■■■■■■■■■■■■｛■■『－

l　　　　　 l　　　　 l 2 2 ％

l
7 ％

l
3 ％

3 ％

6 ％

ト（実施地域）
※計107事業中

北和地域　　　　54％
中和地域　　　　33％

東和地域　　　　　1％
南和地域　　　　　4％

奈良県全域　　　　6％
奈良県外　　　　10％

ト（協働事業、社会貢献活動の連携先）

※計107事業中
葉良県内の市町村　　　　　　50％

奈良県　　　　　　　　　　　20％
企業等　　　　　　　　　　　20％

自治会等地縁団体　　　　　　15％
小・中・高校　　　　　　　　13％

ボランティア・NP0　　　　12％

大学　　　　　　　　　　　　　　7％
幼稚園保育所　　　　　　　　　4％
その他　　　　　　　　　　　　20％
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（4）「協■」による める上での

○　大学が「協働」による社会貢献活動及び地域での取組みを進めることで、学生による地域や社

会の現場体験、学生の就職先の発掘、新たな研究テーマの発掘、新たな事業・取組みへの展開、

大学の情報発信・PRの推進、地域の企画・調整役としての能力発揮、地域・地元による評価の

向上、「奈良」ブランドの育成など、さまざまな成果があると回答されている。

○　一方、取組みを進める上での問題点・課題として、学生によるボランティア活動への参加意欲

低下や活動時間確保、教員間の取組みに対する意識格差や活動時間確保、大学自体の活動等の情

報発信不足、協働相手との役割分担の明確化、大学への相談窓口の整備、大学間の連携不足など

が指摘されている。

ト（協働事業、社会貢献活動の取組み成果おもな回答内容）

学生　○畢生による、地域や社会の現場体麟　●地域社会における作法を学ぶ．

0畢生の駄■先の弗媚

職員　○新たな研究テーマの集積（教員、学生）

大学　○新たな事蠣・取組みへの農■

○大学の情報発什・PRの推遭

○地域の企雷・■難役としての能力発揮

○地域・地元による騨価の向上

O「奈良」ブランドの雷成

ト（協働事業、社会貢献活動を進める取組む上での問題点・課題、

他の主体に対する要望　など）

畢生　○ボランティア活動への●加意欲の低下

〇着勤時間の確保（攣同、アルバイト尊との爛藍）

軒轟　○教員間の協鴨の取組みに対する貴職檜豊
○活動時間の確保（研究溝助との『贅）

朱欒　○活動等の情報弗什不足

○協徽相手との役割分担の明確化

○大学への相膜窓口の量愴（投雷、一本化）

○大学間の連携不足

他の主体に対する蔓望など

＊自治体　情報弗什支撞、各地域の情報提供

＊企蠣　　地域貫献活動の不足、

＊地域　　地域社会に対する慧韓低下
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Ⅴ．全体とりまとめ

奈良県内の自治会や連合自治会では、まちづくり、環境保全、子供の健全育成、地域の安全活動、

保健・医療・福祉、文化・芸術・スポーツなど、さまざまな分野の地域活動が営まれている。中に

は、住民数の増加や住民間交流の活発化、活動を牽引するリーダーなど企画・運営スタッフの充実、

情報発信や企画の工夫などにより、以前よりも自治会活動が活発に進められている地区もあること

が、アンケート調査で明らかとなった。

さまざまな地域活動を支える主体として、ボランティア・NPOも多様なテーマで活動しており、

地域に欠かせない存在となっている団体も多い。アンケート調査では、所属メンバーによる専門的

知識やノウハウ等を生かして、地域に密着した活動を進めているボランティア・NPOが多く、中

には、ここ数年で活動頻度や会員数を増やしている団体や、地域におけるさまざまな組織とネット

ワークを形成している団体も多くみられた。

また、企業においても、地域社会への貢献や社会的責任・使命など、高い意識を持って、社会貢

献活動や、地域との協働事業が進んでいる。アンケート調査においては、前回調査（平成14年度）

と較べて、社会貢献活動の活動意向を持つ企業の比率が増えており、また、NPO等や地縁組織、

自治体との協働事業の取組み意向を持つ企業など、県内における企業の社会責献活動や地域との協

働事業の機運が高まりつつある傾向がみられた。

近年では、大学においても、社会や地域の現場における教育の実践、教育の場で得た知識や技術

等の地域への遼元などを目的として、地域で活動を展開するケースが増えてきている。また、ここ

数年の間に、教員や学生と社会や地域とをつなぐ窓口としての地域貢献センターや学生ボランティ

アセンター、地域の現場で学習することを前提とした演習などを新設した大学が多く、地域活動を

積極的に取組む姿勢がみられている。

地域における協働の取組みとしては、保健・医療・福祉、子供の健全育成、まちづくり、文化・

芸術・スポーツ、社会教育、環境保全、地域の安全活動など、活動分野は多岐にわたっている。

また、今回調査対象とした自治会、ボランティア・NPO、企業、大学など、各主体の取組みに

おける役割分担についても、事業内容により、事業企画や人員派遣、専門的な技術・知識・情報の

提供、地域内のネットワーク形成など、それぞれの役割を果たすことがあり、多種多様となってい

る。

このように、地域における協働の取組みはさまざまなかたちで展開されているが、自治会、ボラ

ンティア・NPO、企業、大学の各主体とも、共通して、それらの取組みを通じて、地域における

活動規模やネットワークの拡充、新たな活動テーマの発掘、広報活動の幅広い展開など、多様なメ

リットを得ていることが、調査では明らかとなった。

その一方で、地域における協働の取組みを進めていくための問題点や課題も多く指摘されており、

いずれの調査においても、①協働の取組みを展開していくための「人材」の充足、②協働の取組み

を実施するための「情報の発信・入手」の強化、③さまざまな主体が出会い協働していくきっかけ

となる「交流の場」の創出、④協働の取組みを「継続・発展」させるためのアイディアや仕掛けづ

くりが不十分、という4点が多くみられた。
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